
 

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震発生時における既存木造住宅の安全性の向上を図り、災害に強

いまちづくりを推進するため、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第

１２３号。以下「耐震改修促進法」という。）第６条第１項の規定により定められた伊

勢原市耐震改修促進計画に基づき、既存木造住宅の耐震診断及び耐震改修工事（除却工

事を含む。以下「耐震改修工事等」という。）を行う者に対し、予算の範囲内において

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金（以下「補助金」という。）を交付することに

ついて、伊勢原市補助金等の交付規則（昭和５５年規則第１９号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 木造住宅 木造在来軸組工法により建築された地上階数が２以下のもので、一戸建

住宅又は併用住宅（店舗等に該当する部分の床面積が延べ床面積の２分の１未満であ

るものに限る。）をいう。 

(2) 沿道木造住宅 伊勢原市耐震改修促進計画に位置付けられた緊急輸送道路及び緊急

輸送道路補完道路（以下「緊急輸送道路等」という。）に接する木造住宅で、建築物

の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第４２９号）第４条に規定され

たものをいう。 

(3) 耐震診断技術者 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条に規定する１級建

築士、２級建築士又は木造建築士で、神奈川県等が主催する「木造住宅の耐震診断と

補強方法」（国土交通省住宅局監修、日本建築防災協会発行）に基づいた講習会を修

了した者をいう。 

(4) 除却工事施工者 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の許可を受

けた者又は建設工事に係る資材の再資源化に関する法律（平成１２年法律第１０４

号）第２１条第１項の登録を受けた解体業者をいう。 

(5) 耐震診断 耐震診断技術者が「木造住宅の耐震診断と補強方法」に基づいて行う木

造住宅の一般診断又は精密診断をいう。 

(6) 耐震改修工事 耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満の木造住宅が、改修後

に上部構造評点が１．０以上となる工事をいう。 

(7) 除却工事 耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満の木造住宅を全て除却する

工事をいう。 

（対象木造住宅） 

第３条 この要綱において、補助の対象となる木造住宅は、伊勢原市内に存し次の各号に

該当するものとする。 



 

(1) 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て着工されたもの 

(2) 昭和５６年６月１日以後に増築等していないもの又は増築等に該当する部分の床面 

積が延べ床面積の２分の１未満のもの 

（交付の対象者） 

第４条 この要綱において、補助の対象となる者は、前条に規定する木造住宅を自ら所有

し、居住する者とする。ただし、当該所有者が居住していない場合、自己の居住の用に

供する場合に限り、当該所有者の配偶者又は一親等の親族を伊勢原市木造住宅耐震改修

工事等承諾書（第１号様式）の提出により、所有者とみなすものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助の対象としない。 

(1) 市税を滞納している者 

(2) 前号に掲げる者のほか、市長が補助の対象とすることを特に不適当と認める者 

（補助金の額等） 

第５条 耐震改修工事等に対する補助金の額等は、別表第１に定めるとおりとする。ただ

し、消費税及び地方消費税を含まないものとし、補助金の額に１，０００円未満の端数

があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、耐震改修工事等に着手する前に、補助対象

区分に応じて、伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付申請書（第２号様式）に別

表第２に定める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の申請があり、審査等の結果、補助金を交付すべきものと決定した

ときは、伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付決定通知書（第３号様式）により

申請者に通知するものとする。 

（工事の着手） 

第８条 前条の通知を受けた者（以下「補助対象者」という。）は、その通知を受領後、

速やかに耐震改修工事等に着手するものとする。 

（工事監理） 

第９条 補助対象者は、耐震改修工事及び除却工事を行う場合、耐震診断技術者に工事監

理をさせなければならない。 

（申請の変更又は取下げ） 

第１０条 補助対象者は、第７条の規定による補助金の交付の決定を受けた内容を変更し、

又は取下げをしようとする場合は、伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付決定

（変更・取下げ）申請書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

（交付決定変更通知等） 



 

第１１条 市長は、前条の申請があり、審査等の結果、交付決定を変更し、又は取消しを

行った場合には、伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付決定（変更・取消し）通

知書（第５号様式）により補助対象者に通知するものとする。 

（完了実績報告） 

第１２条 規則第１４条の規定による耐震改修工事等の完了の実績報告は、補助対象区分

に応じて、伊勢原市木造住宅耐震改修工事等完了実績報告書（第６号様式）に別表第３

に定める書類を添えて、耐震改修工事等の完了の日から３０日を経過する日又は３月２

０日のいずれか早い日までに、提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の伊勢原市木造住宅耐震改修工事等完了実績報告書が提出され、

規則第１５条の規定による補助金の額を確定したときは、伊勢原市木造住宅耐震改修工

事等補助金交付確定通知書（第７号様式）により通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１４条 前条の通知を受けた者は、伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付請求書

（第８号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、その内容を審査し、速やかに補助金を交付する

ものとする。 

（委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年５月１０日告示第１２４号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

   附 則（令和６年２月２８日告示第１９号） 

 この告示は、令和６年４月１日から施行する。 



 

別表第１（第５条関係） 

 木造住宅 沿道木造住宅 

第５条に係る 

補助対象経費 

（耐震診断） 

第２条で定める耐震診断に要する経費とする。 

 

第５条に係る 

補助金の額 

（耐震診断） 

上記の１０分の１０とし、１０万円を限度とする。 

 

第５条に係る 

補助対象経費 

（耐震改修工事） 

第２条で定める耐震改修工事及び当該工事に伴う設計、改修後の

耐震診断並びに工事監理に要する経費とする。 

第５条に係る 

補助金の額 

（耐震改修工事） 

耐震改修工事に対する補助金の額は、次に掲げる額の合計額から

２に掲げる額を控除した額とする。 

１ 上記の２分の１とし、５０

万円を限度とする 

２ 租税特別措置法（昭和３２

年法律第２６号）第４１条の

１９の２に規定する所得税額

の特別控除の額 

１ 上記の３分の２とし、１０

０万円を限度とする 

２ 租税特別措置法（昭和３２

年法律第２６号）第４１条の

１９の２に規定する所得税額

の特別控除の額 

第５条に係る 

補助対象経費 

（除却工事） 

第２条で定める除却工事及び工事監理に要する経費とする。 

 

第５条に係る 

補助金の額 

（除却工事） 

上記の２分の１とし、２５万円

を限度とする。 

上記の３分の２とし、５０万円

を限度とする。 

 

 



 

別表第２（第６条関係） 

耐震診断 

１ 案内図 

２ 住民票の写し 

３ 見積書 

４ 建築確認通知書の写し等 

５ 講習会修了証の写し 

６ 伊勢原市木造住宅耐震改修工事等承諾書（第１号様式） 

（所有者が居住していない場合） 

耐震改修工事 

１ 案内図 

２ 住民票の写し 

３ 見積書 

４ 建築確認通知書の写し等 

５ 講習会修了証の写し 

６ 伊勢原市木造住宅耐震改修工事等承諾書（第１号様式） 

（所有者が居住していない場合） 

７ 改修前耐震診断結果報告書 

８ 現場写真（工事前） 

９ 耐震設計図 

10 伊勢原市木造住宅耐震改修工事等計画書（第９号様式） 

11 改修後耐震診断結果報告書 

12 沿道木造住宅と証する書類（沿道木造住宅の場合） 

除却工事 

１ 案内図 

２ 住民票の写し 

３ 見積書 

４ 建築確認通知書の写し等 

５ 講習会修了証の写し 

６ 伊勢原市木造住宅耐震改修工事等承諾書（第１号様式） 

（所有者が居住していない場合） 

７ 改修前耐震診断結果報告書 

８ 現場写真（工事前） 

９ 伊勢原市木造住宅耐震改修工事等計画書（第９号様式） 

10 除却工事施工者の許可又は登録を受けたことを証する書類の写し 

11 リサイクル法に基づく届出書の写し（床面積８０㎡以上の場合） 

12 除却工事への同意書（所有者が異なる場合） 

13 除却工事への同意書（所有者が複数の場合） 

14 沿道木造住宅と証する書類（沿道木造住宅の場合） 



 

別表第３（第１２条関係） 

耐震診断 
１ 請求書又は領収書の写し 

２ 耐震診断結果報告書 

耐震改修工事 

１ 請求書又は領収書の写し 

２ 工事写真（工事前・工事中・工事後） 

３ 工事監理報告書（第１０号様式） 

除却工事 

１ 請求書又は領収書の写し 

２ 工事写真（工事前・工事中・工事後） 

３ 工事監理報告書（第１０号様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１号様式（第４条関係） 

 

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等承諾書 

 

年  月  日  

 

 伊勢原市長 殿  

届出者（建築物の所有者） 

郵便番号     －         

住  所               

氏  名             (署名) 

電話番号               

 

 

 私は、次の者（申請者）が、自己の居住の用に供している建築物に対し、伊勢原市

木造住宅耐震改修工事等補助金要綱第６条第１項に規定する交付の申請を行い、次の

建築物の耐震診断、耐震改修工事等を実施すること、及び当該要綱の規定に基づく補

助金の交付を受けることを承諾します。 

なお、当該建築物について、申請者と賃貸借関係はありません。 

 

 

 申請者 

住 所  

氏 名  

続 柄  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第２号様式（第６条関係） 

 

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付申請書 

 

  年  月  日  

 

 伊勢原市長 殿 

                   郵便番号     －        

                   住  所              

               申請者 氏  名               

                   電話番号              

 伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付要綱第６条の規定により、次のとおり

申請します。 

建

物

概

要 

建 物 所 在 地 伊勢原市 

建 物 用 途 □専用住宅  □併用住宅 

階 数 木造   階 

面 積 １階   ㎡  ２階   ㎡  延べ床面積   ㎡ 

着 工 年 月    年   月 

沿 道 木 造 住 宅   道   号線沿い  幅員   ｍ 高さ   ｍ 

補 助 対 象 区 分 □耐震診断  □耐震改修工事  □除却工事 

補 助 対 象 経 費                 円（消費税抜き） 

補 助 申 請 額                 円 

耐

震

診

断

者 
耐震診断技術者  

資 格 番 号     建築士    登録 第       号 

事 務 所 名  

住 所  

電 話 番 号      （    ） 

添 付 書 類 

 

□添付書類（別表第２に定める書類） 

 

 

※市税の納付状況を市が調査することへの同意について 

（下記の内容をご確認いただき、同意欄の□にレ点をお願いします。） 

同

意

欄 

□ 

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付申請にあたり、私に係る

市税の納付状況について、伊勢原市が職権で調査することに同意しま

す。 



 

第３号様式（第７条関係） 

伊勢原市指令（  ）第  号 

年  月  日 

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付決定通知書 

 

          様 

 

伊勢原市長       印  

 

     年  月  日付けで申請のありました補助金の交付について、次のとお

り決定したので通知します。 

補 助 対 象 区 分 □耐震診断  □耐震改修工事  □除却工事 

建 物 所 在 地 伊勢原市 

建 

物 

概 

要 
 

建 物 用 途  □専用住宅  □併用住宅 

階     数  木造  階 

面     積 

１階床面積     ㎡ 

２階床面積     ㎡ 

延べ床面積     ㎡ 

補助金の交付決定金額                      円 

条 件 及 び 指 示 事 項 (1) 補助事業を変更又は取下げしようとする場合は、速や

かに市長に申請書を提出しなければならない。 

(2) 補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合

若しくは完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となっ

た場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けなけれ

ばならない。 

(3) 耐震改修工事等の完了は、交付申請年度内としなけれ

ばならない。 

(4) 補助事業が完了したときは、完了実績報告書を完了の

日から３０日を経過する日又は３月２０日のいずれか早い

日までに市長に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第４号様式（第１０条関係） 

 

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付決定（変更・取下げ）申請書 

 

  年  月  日  

 

 伊勢原市長 殿 

                    住  所             

                申請者 氏  名              

                    電話番号             

 

 伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付要綱第１０条の規定により、次のとお

り申請します。 

区 分  □ 変更      □ 取下げ 

補 助 対 象 区 分  □耐震診断  □耐震改修工事  □除却工事  

建

物

概

要 

建 物 所 在 地  伊勢原市 

建 物 用 途  □専用住宅  □併用住宅 

階 数  木造   階 

面 積  １階   ㎡  ２階   ㎡  延べ床面積   ㎡ 

着 工 年 月    年   月 

変  更  内  容 

 

 

 

 

変 更 ・ 取 下 げ 理 由 

 

 

 

 

 

 



 

第５号様式（第１１条関係） 

伊勢原市指令（  ）第  号 

年  月  日 

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付決定（変更・取消し）通知書 

 

          様 

 

伊勢原市長       印  

 

     年  月  日付けで交付決定した伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助

金交付に係る決定を、次のとおり変更する・取り消すので通知します。 

補 助 対 象 区 分 □耐震診断  □耐震改修工事  □除却工事 

建 物 所 在 地 伊勢原市 

建 

物 

概 

要 

建 物 用 途  □専用住宅  □併用住宅 

階     数  木造  階 

面     積 

１階床面積     ㎡ 

２階床面積     ㎡ 

延べ床面積     ㎡ 

取消理由又は変更内容 

 

 

 

 

 

 

備 考  

 

 



 

第６号様式（第１２条関係） 

 

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等完了実績報告書 

 

  年  月  日  

 

 伊勢原市長 殿 

                    住  所             

                申請者 氏  名              

                    電話番号             

 

 伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付要綱第１２条の規定により、次のとお

り報告します。 

補 助 対 象 区 分 □耐震診断  □耐震改修工事  □除却工事  

建 物 所 在 地 伊勢原市  

完 了 年 月 日      年  月  日 

交 付 決 定 額                     円 

耐

震

診

断

者 

耐震診断技術者  

資 格 番 号     建築士    登録 第       号 

事 務 所 名  

住 所  

電 話 番 号      （    ） 

施

工

者 

会 社 名  

住 所  

電 話 番 号 （    ） 

担 当 者  

資 格 等  

添 付 書 類 □添付書類（別表第３に定める書類） 

 

 

 

 



 

第７号様式（第１３条関係） 

 

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付確定通知書 

 

 

住  所 

 

氏  名 

 

 

年  月  日付けで提出されました完了実績報告書に基づき次のとおり

補助金の額を確定したので通知します。 

 

 

年  月  日  

 

 

伊勢原市長       印  

 

 

 

１ 補助確定金額                      円 

 

２ 補助事業の名称   木造住宅耐震化促進事業 

 

３ 補助対象区分    □耐震診断  □耐震改修工事  □除却工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第８号様式（第１４条関係） 

 

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等補助金交付請求書 

 

  年  月  日  

 

 伊勢原市長 殿  

                   住  所             

               請求者 氏  名             ㊞ 

                   電話番号             

 

     年  月  日付けで交付の確定を受けた次の補助金について、伊勢原市

木造住宅耐震改修工事等補助金交付要綱第１４条の規定により請求します。 

交 付 請 求 額                      円 

補 助 対 象 区 分  □耐震診断  □耐震改修工事  □除却工事 

 

 

 

振 込 先 

金 融 機 関 名  支 店 名  

口 座 種 類 □普通  □当座 口座番号  

フ リ ガ ナ  

口 座 名 義 人  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第９号様式（第６条関係） 

 

伊勢原市木造住宅耐震改修工事等計画書 

 

 

 

申 請 者  

建 物 所 在 地 伊勢原市 

工
事
監
理
者 

耐 震 診 断 技 術 者  

資 格 番 号    建築士    登録 第      号 

事 務 所 名  

住 所  

電 話 番 号      （    ） 

施
工
者 

会 社 名  

住 所  

電 話 番 号      （    ） 

担 当 者  

資 格 等  

補
助
対
象
経
費 

耐 震 改 修 工 事 等 費              円（消費税抜き） 

耐震設計費(改修後耐震診断費含む)              円（消費税抜き） 

工 事 監 理 費              円（消費税抜き） 

合 計              円（消費税抜き） 

補 助 申 請 額              円 

改 修 工 事 等 予 定 着 手 時 期 年   月 

改 修 工 事 等 予 定 完 成 時 期          年   月 

耐震診断結果（改修工事等前） 
１

階 

Ｘ 点 ２

階 

Ｘ      点 

Ｙ 点 Ｙ      点 

耐震診断結果（改修工事等後） 
１

階 

Ｘ      点 ２

階 

Ｘ      点 

Ｙ      点 Ｙ      点 

 

 

 

 

 



 

第１０号様式（第１２条関係） 

 

工 事 監 理 報 告 書 

 

 

年  月  日  

 

 

伊勢原市長 殿 

 

 

    建築士    登録第      号 

 

住   所                 

 

工事監理者                  

 

 

下記の建築物の耐震改修工事等について、設計図書のとおり実施されていることを

確認したので、報告いたします。 

 

 １．建 物 所 在 地  伊勢原市 

 

 ２．建 物 用 途  □専用住宅  □併用住宅 

 

 ３．階 数  木造  階 

 

４．面 積  １階   ㎡  ２階   ㎡  延べ床面積    ㎡ 

 

 ５．区 分  □耐震改修工事  □除却工事 

 

 ６．工事完成年月日       年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


